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議 案 第 ２ ８ 号 

 

 

 

平 成 ２ ９ 年 度  霧 島 市 一 般 会 計 予 算 

 

 

平成２９年度霧島市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ５６，０３０，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により、債務を負担す

る行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の

目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、 

４，０００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により、歳出予算の各項の経費の金

額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に

係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の

間の流用 

 

 

 

平成２９年２月１４日提出 

霧島市長 前 田 終 止 





第１表　　　　　　　　　　　歳　入　歳　出　予　算

歳　入 (単位：千円)

款 項

 1 市税 15,389,223

 1 市民税 6,247,500

 2 固定資産税 7,263,721

 3 軽自動車税 404,500

 4 市たばこ税 870,000

 5 特別土地保有税 1

 6 入湯税 100,001

 7 都市計画税 503,500

 2 地方譲与税 680,000

 1 地方揮発油譲与税 160,000

 2 自動車重量譲与税 370,000

 3 航空機燃料譲与税 150,000

 3 利子割交付金 13,000

 1 利子割交付金 13,000

 4 配当割交付金 20,000

 1 配当割交付金 20,000

 5 株式等譲渡所得割交付金 30,000

 1 株式等譲渡所得割交付金 30,000

 6 地方消費税交付金 2,100,000

 1 地方消費税交付金 2,100,000

 7 ゴルフ場利用税交付金 45,000

 1 ゴルフ場利用税交付金 45,000

 8 自動車取得税交付金 50,000

 1 自動車取得税交付金 50,000

 9 国有提供施設等所在市町村助成交付金 2,401

 1 国有提供施設等所在市町村助成交付金 2,401

10 地方特例交付金 50,000

 1 地方特例交付金 50,000

金 額

- 2 -



(単位：千円)

款 項

11 地方交付税 13,750,000

 1 地方交付税 13,750,000

12 交通安全対策特別交付金 30,000

 1 交通安全対策特別交付金 30,000

13 分担金及び負担金 399,329

 1 分担金 1,800

 2 負担金 397,529

14 使用料及び手数料 1,542,644

 1 使用料 1,342,199

 2 手数料 200,445

15 国庫支出金 9,021,767

 1 国庫負担金 7,274,506

 2 国庫補助金 1,719,510

 3 委託金 27,751

16 県支出金 4,427,067

 1 県負担金 2,702,816

 2 県補助金 1,522,968

 3 委託金 201,283

17 財産収入 240,663

 1 財産運用収入 116,859

 2 財産売払収入 123,804

18 寄附金 222,001

 1 寄附金 222,001

19 繰入金 2,912,001

 1 特別会計繰入金 6,382

 2 基金繰入金 2,905,619

20 繰越金 200,000

 1 繰越金 200,000

金 額
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(単位：千円)

款 項

21 諸収入 587,904

 1 延滞金加算金及び過料 3,001

 2 市預金利子 2,522

 3 貸付金元利収入 61,422

 4 受託事業収入 713

 5 雑入 520,246

22 市債 4,317,000

 1 市債 4,317,000

56,030,000

金 額

歳　　入　　合　　計

- 3 -

- 4 -



歳　出 (単位：千円)

款 項

 1 議会費 316,463

 1 議会費 316,463

 2 総務費 6,781,386

 1 総務管理費 5,899,028

 2 徴税費 594,540

 3 戸籍住民基本台帳費 102,830

 4 選挙費 136,384

 5 統計調査費 8,835

 6 監査委員費 39,769

 3 民生費 21,937,180

 1 社会福祉費 10,273,803

 2 児童福祉費 8,708,013

 3 生活保護費 2,932,524

 4 災害救助費 22,840

 4 衛生費 3,346,430

 1 保健衛生費 1,206,831

 2 環境衛生費 298,299

 3 清掃費 1,841,300

 5 労働費 23,370

 1 労働諸費 23,370

 6 農林水産業費 2,193,801

 1 農業費 1,689,390

 2 林業費 482,751

 3 水産業費 21,660

 7 商工費 973,405

 1 商工費 973,405

 8 土木費 4,185,915

 1 土木管理費 365,454

金 額
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(単位：千円)

款 項

 2 道路橋梁費 1,428,650

 3 河川費 99,330

 4 港湾費 3,641

 5 都市計画費 1,708,606

 6 住宅費 580,234

 9 消防費 1,872,026

 1 消防費 1,872,026

10 教育費 6,397,319

 1 教育総務費 429,213

 2 小学校費 1,083,225

 3 中学校費 480,952

 4 高等学校費 2,284,948

 5 幼稚園費 78,411

 6 社会教育費 681,154

 7 保健体育費 1,359,416

11 災害復旧費 198,912

 1 農林水産施設災害復旧費 127,912

 2 公共土木施設災害復旧費 70,000

 3 その他公共施設・公用施設災害復旧費 1,000

12 公債費 7,483,381

 1 公債費 7,483,381

13 諸支出金 290,412

 1 公営企業費 290,412

14 予備費 30,000

 1 予備費 30,000

56,030,000

金 額

歳　　出　　合　　計
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（単位：千円）

平成３０年度 ～ 平成４４年度 １５，４４９

平成３０年度 ～ 平成５４年度 ５，２５７

平成３０年度 ～ 平成３３年度 ２，３３５

平成３０年度 ～ 平成３１年度 ２６，５８０

平成３０年度 ～ 平成３２年度 ２６，２９９

期 間

中学校仮設教室使用料

小学校仮設教室使用料

第２表　　　　債　務　負　担　行　為

限 度 額事 項

農業近代化資金利子補給

農業経営基盤強化資金利子補給

土地改良施設維持管理適正化事業補助
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（単位：千円）（単位：千円）

限　度　額 償　還　の　方　法

7,000

16,400

14,000

48,800

60,100

171,800

45,900

24,800

145,100

96,400

1,786,700

1,900,000

4,317,000合　　　計

農林水産業施設災害復旧事業

公共土木施設災害復旧事業

過疎対策事業

辺地対策事業

合併特例事業

臨時財政対策債

都市計画事業

防災対策事業

緊急防災・減災事業

第３表　　　　地　　　方　　　債

起　　債　　の　　目　　的 起債の方法 利　　　率

災害援護資金貸付事業 証書借入

又　　は

証券発行

 ４．０％　以　内

（ただし、利率見直

し方式で借り入れる

政府資金、銀行その

他の資金について、

利率の見直しを行っ

た後においては、当

該見直し後の利率）

　政府資金は、その貸
付

条件により、銀行その
他

の資金については、債
権

者との協定によるもの
と

する。

　ただし、財政の都合
に

より据置期間中であっ
て

も、繰上償還し、年限
を

短縮し、又は低利債に
借

り換えることができる
も

のとする。

林道整備事業

農業農村整備事業
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